チャランケ通信　第73号　2014年8月4日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹

民主党、腰を落ち着けて「政策・人材」のブラッシュアップを
一斉送信メールソフトの不具合にかかずりあっていたためか、時間の経つのをすっかり忘れ、今週からはいよいよ夏真っ盛りの8月である。政治の方は、民主党の両院議員懇談会が31日に開催され、海江田代表の続投に対して色々と不満は出たようだが、北海道新聞の報道によれば、岡田克也元代表の『代表が続投を決めたなら従うべきだ』の一言で、どうやら一件落着のようだ。
これからの政局は、案外波乱含みの展開になりそうで、安倍内閣の改造人事が9月の第1週には実施することを総理自身が明言しており、それに絡んで石破幹事長を交代させ内閣への取り込もうとしたものの、どうやら断られたという報道も出始めている。人事の動きは闇の中で進められているわけで、どう展開しているのか、真偽のほどはなかなかわかりにくいのだが、えてして人事の交代から内閣支持率が下落し、政権の命取りになりやすいことも過去にはあり、秋の政局は福島・沖縄の県知事選挙の行方と共に、波乱含みで展開しそうである。
それだけに、政権政党としての経験を積んだ民主党の存在は重要であり、今後の政局の展開次第では、国民の信頼を回復していけるきっかけが到来しないとも限らない。もっとも、政策と人材という政党にとって重要な「商品」をいかに磨き上げていけるのか、そのことに早く気が付き、シンクタンク機能や党学校といった政党の持つべきインフラに、持てる資源を最大限投入して欲しいものだ。
興味深い論点満載の一冊『金持ちは税率70％でもいいvsみんな10%課税がいい』(東洋経済新報社)が面白い
さて、前回に引き続いて「年金問題」に入る前に2冊ほどの著書を紹介したい。一つは、東洋経済新報社から今年6月に出版された『金持ちは税率70%でもいいＶＳみんな10%課税がいい』という題名の本で、中身は一人の著書ではなく、4人のパネルディスカッションという形の前半部分と、後半は4人のパネリストのうち3人を取出し、一人一人に対してインタビューのやり取りを収録している。内容もさることながら、パネルディスカッションに参加したメンバーが面白い。
まず「金持ちは税率70%でもいい」という立場からポール・クルーグマン現プリンストン大学教授とジョージ・パパンドレウ元ギリシア首相(社会主義インターの議長)が出席、「みんな10％課税がいい」立場からニュート・ギングリッチ元米国下院議長とアーサー・ラッファー元レーガン大統領経済顧問という顔ぶれで、パネルディスカッションは白熱したやり取りが記載されていて面白い。内容の全貌は皆さん方が直接読まれた方がいいと思うし、全体はパネルディスカッションだけで100ページ足らず、後半のインタビューを入れても200ページにも満たないもので、話し言葉だけに2時間もあれば読めてしまう。
ギングリッチやラッファーの立場、政府・行政不信の上に立脚
やはり感じたことは、ギングリッチやラッファーといったサプライサイダーの方たちは、当然のことながら市場に対する信頼が強く（過信だと思う）、政府・行政に対する不信が根強いということである。もちろん、小生はクルーグマンやパパンドレウの考え方に賛成なのだが、ラッファーの指摘したウォーレン・バフェットの「もっと金持ちから増税すべきだ」と発言してきたことに対して、次のような事実を上げ、税制の改革のあるべき方向について問題提起をしていることに注目した。
ラッファー氏のバフェット批判、包括所得税に立脚しているとは!?
それは、バフェットがニューヨークタイムス紙に「自分は700万ドル弱の税金を払っている。これは所得の17.4％にあたるが、うちの会社の中で自分は誰よりも税率が低い」と述べて、もっと金持ちから増税すべきだ、と寄稿したコラムがある。その数値から逆算してバフェット氏の所得はおよそ4千万ドルという金額になるが、バフェットは2010年にはキャピタルゲインの含み益が100億ドル増えていて、ビル＆メリンダ・ゲイツ財団には、非課税の寄付金を16億ドル送っている。本来計算すれば、バフェットの所得は4千万ドルではなく、含み益中心に120億ドル（ちょっとその計算の仕方が不明）だったということに成る。それ故、バフェットに支払った税金700万ドルは、彼の所得の０.０６％に過ぎないのだ、とラッファー氏は言う。
ラッファー氏は、含み益も含めて所得に勘定すべきだ、としているのだが、現実には未実現の利益には課税することは困難なのであり、それ自体が「包括所得税論」の弱点でもあるのだが、それを無視してバフェット氏が自分の払う必要のない税率ばかりを上げたがっていると批判し、税率を引き上げるのではなく、課税ベースを拡大して税率を１２％に下げるべきであり、ウォーレン・バフェット氏は１４億４千万ドルを払うのがフェアな納税なのだ、と指摘している。確かに、未実現の利益に課税できれば理想的なのだろうが、それができないとしたらやはり相続財産に対する課税の強化を考える以外にない、と思う。
それにしても高額所得者に対する課税の在り方については『２１世紀の資本論』を書いたトマ・ピケティ氏もその必要性を指摘しているわけで、今後の高額所得者に対する所得・資産の課税の在り方を巡って国際的にも大いに論議されてしかるべき点であろう。
国税庁，初の5千万円超の海外資産調査、5539人で約2.5兆円
そうした中、国税庁が取りまとめた日本人の富裕層の海外資産の実態が、初めて公開された。そのこと自体、まことに画期的出来事であり、高く評価すべきだ。その資産規模は２.５兆円で、５千万円を超える資産を海外に持つ人は昨年末の段階で５，５３９人、一人当たり４億５千万円を超える資産を持っていることが分かったという。
財産の種類では、株などの有価証券が１兆５６０３億円と全体の６２％を占めており、預貯金は３７７０億円で１５％といった状況のようだ。果たして、これですべての海外資産が把握されたのかどうか、まことに心もとないのだが、先ずはこのような調査がされるようになったこと自体重要なことであり、今後この調査を充実させ、タックス・ヘイブン対策を始め、国際的な税制改革を進めていく際の重要なデータベースとなるよう力を入れていく必要がある。
『民主党政権とは何だったのか---キーパーソンたちの証言』(山口・中北編集、岩波書店)に、不肖小生も登場、一読を
もう一つの本は、７月３０日に岩波書店から出版された『民主党政権とは何だったのか－キーパーソンたちの証言』で、１２人の民主党政権の総理・閣僚らが、山口二郎・中北浩爾両氏の聞き取りに応じた発言録が中心で、不肖小生もその一人として登場している。自分を財務副大臣に抜擢していただいた藤井裕久財務大臣への評価が、財源問題で少し厳しい点が気になってはいるのだが、歴史の一こまとして自分が思ったままの発言を収録している。ただ、それら指摘した問題点について、党内でどのように変えようと動いてきたのか、まことに不十分さが残るわけで、そうした自分にも内心忸怩たる思いを禁じ得ないところではある。一読していただければ、と思う次第である。
年金問題、何が問題か(その2) 

『文芸春秋』7月号、河野・西沢論文の基礎年金消費税化について
さて、年金問題であるが、前回は『文芸春秋』７月号の河野・西沢論文に焦点を絞ると言っておきながら、民主党のかつてのマニフェストで約束していたすべての年金制度の完全一元化し、基礎年金は最低保障年金に変え所得比例年金の上に所得制限を加えながら補足していくことに対して、そのフィージビリティに問題あり、と批判をしてきた。河野・西沢論文では、年金制度の完全一元化は謳っておらず、基礎年金を消費税に置き換えるとしている。
そこで、あらためて河野・西沢論文について問題の指摘をしておく必要がある。その制度設計については財源をすべて消費税に置き換えるという点は、果たして今の「三党合意」により10％に引き上げるだけでも大変なのに、さらに5％も引き上げるとなると、それこそ政権が引っくり返ることを覚悟しなければならない。ましてや、2020年度までに、財政のプライマリーバランスを黒字にしていくことも必要となるわけで、とても年金だけに消費税率の引き上げを充てる余裕はないことは言うまでもあるまい。その点でこの河野・西沢論文は、やはりフィージビリティに欠ける提言だと言えよう。

支給要件は65歳だけ? 支給金額は? 所得制限という足きり導入?

クロヨン問題は解決できたのか?
さらに、提言の中身についてみてみると、十分に説明されていないのだが、支給要件は65歳という年齢だけとしているが、日本での居住年数という要件は入って来ないのか、さらに支給金額はいくらになるのか不明である。どうやら基礎年金支給に際して所得制限が掛けられ，保険料ではなく税金だけに「年収1千万円以上の人には給付しないという足きりを設けやすい」とされているようだが、年収の中身は勤労収入だけなのか、それとも金融所得なども含まれるのか、これまた、まことに曖昧である。むしろ「マイナンバー制度」が入った今日、年収（金融所得も入った）と年金収入を加えて課税対象とするカナダ方式のクローバック制度の方が合理的だと思われるのだが、所得制限による足きり制度のようだ。
「よき社会保障制度には、良き税制が不可欠だ」(宮島洋)
年収1千万円以上という水準は、確かに日本の賃金水準からみて高所得に属する層ではあるが、一部上場企業のちょっとしたサラリーマンでも到達できる水準であり、そうした中間層の方たちからは、自営業の方たちの所得捕捉の不透明性（いわゆるクロヨン問題など）が問題視され、この足きり制度は反発を受ける可能性が大きいことを指摘しておく必要がある。「よき社会保障制度は、良き税制の上にしか成り立たない」ことを深く明記しておくべきだろう。
税方式と保険方式の違い、権利としての保険制度の強さに注目を
河野・西沢論文には、なかなか興味深い指摘がされている。それは、「保険料方式の場合、保険料を支払ってきたことにより権利性が強くなるため、所得制限をかけるのが難しい」（102ページ）としていることである。これが、すべて消費税に置き換えられた場合、厚生労働省から財務省の管轄になることへの年金官僚の既得権を奪われることへの抵抗があると批判をしている。問題は、財務省の管轄になれば、日本の財政全体の抱えている課題である財政再建が前面に出てきて、国民の老後生活を安定させる観点よりも、自助努力を強調して基礎年金を削減してくることは火を見るよりも明らかではなかろうか。

税方式は、結局財政再建に従属させられ、自助努力強調へ
現に、すべて税で持って行われている生活保護について、絶えずその水準の切り下げが財政制度審議会を始めとして政治の現場でも提起され、その方向へ実現していることを忘れてはなるまい。国民生活を向上させるべく基礎年金を引き上げようとしても、消費税の引き上げと連動しているために、景気の動向や財政再建の観点から思うように引き上げることができず、国民生活を守ることができなくなる可能性が大である。後は自助努力の強調を国民に求めるのが落ちであろう。その点を、河野・西沢論文は見ようとしていない点は、大問題と言わなければなるまい。
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